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選択的夫婦別姓制度に関する議論の活性化を求める意見書（案） 

 

夫婦が望む場合に、結婚後も夫婦がそれぞれ結婚前の姓を称することを認める選

択的夫婦別姓制度の導入に関し、平成８年２月に国の法制審議会が答申を出してか

ら四半世紀が経過した。国際連合女性差別撤廃委員会が、夫婦同姓は「差別的な規

定」として日本政府に再三改善を勧告している中、平成３０年３月の衆議院法務委

員会において、法務省民事局長が夫婦同姓制を採用している国は日本以外にはない

旨を答弁し、また昨年４月の同委員会において、法務大臣が仮に選択的夫婦別姓制

度が導入された場合でも戸籍の機能や重要性は変わらない旨の答弁をしている。  

さらに、内閣府男女共同参画局による「令和３年度 人生１００年時代における

結婚・仕事・収入に関する調査報告書」では、２０～３０代女性の４人に１人が積

極的に結婚したくない理由の一つに「名字・姓が変わるのが嫌・面倒」を挙げた。  

また、昨年６月２３日に示された最高裁判所決定では、夫婦の氏についての制度

の在り方について「国会で論ぜられ、判断されるべき事柄にほかならない」と示し

ている。補足意見では「全国の地方議会から国または関係行政庁に対して、選択的

夫婦別姓の導入またはこれについての国会審議の促進を求める意見書が提出されて

いる」と指摘している。  

家族の在り方も多様化し、女性活躍を推進する時代において、社会の考え方や価

値観も確実に変化してきている。これらを踏まえ多様な意見を把握すると共に、最

高裁判所の決定の趣旨を踏まえつつ、国会及び政府の責務として制度の在り方を議

論していかなくてはならない。よって、三島市議会は選択的夫婦別姓制度に関する

議論の早期実施を強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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